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１．はじめに
　コーポレート・ガバナンス（企業統治）が，「会社の望ましい経営のためには，経
営者の行動をどのようにコントロールしてゆけばよいか」という問題であるのに対
して，いわゆる内部統制システムの主要な柱であるコンプライアンス（法令遵守）
の問題は，「会社で働くすべての人たちが法令（定款等内規や業務マニュアル等も含む。
以下，「法令等」という）に従って業務を行うことをどのようにコントロールしてい
けばよいか」という問題である。
　ガバナンスとコンプライアンスの問題は，いずれも，営利組織である会社に限ら
ず，非営利団体，国や地方公共団体等，あらゆる団体・組織に共通する普遍的課題
ともいえるであろう。とりわけ2000年以降，日本においてコンプライアンスの問題
が重視されるようになった背景について，一般的にいえば，一方で，規制緩和・自
由化による経済の活性化等の施策に伴う企業の自己責任体制の確立，情報公開の要
請，行政改革による行政のスリム化（小さな政府）政策に伴う企業に対する行政の
監督・指導の困難化があり，他方で，日本企業の活動のグローバル化の進展に伴い
日本だけに通用する行政指導等のローカル・ルールの限界が露呈し，国際社会にお
いて法令等を遵守した経営がいかに重要であるか，逆にいえば，法令等の違反のリ
スクが企業にとっていかに大きなものかが認識されるようになったということがで
きるであろう。
　今日，とりわけ上場会社や国の機関，地方公共団体等でコンプライアンス体制の
整備が行われ，その実効性を確保すべく毎年度その見直し・改善の努力が行われて
いる。組織が人間により形成され・運営される以上，組織における法令等の違反の
不祥事の発生はある程度は病理的現象としてやむを得ないものであるといえなくも
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ない。しかし，他の組織と異なり，とくに営利組織である上場会社にとってはその
不祥事が組織の存立を脅かす重大なリスクとなりかねない。今日，上場会社の実務，
すなわちその取締役ら役員をはじめ全従業員が日常業務の遂行に際し，最も重視し，
注意を払い，しかも継続して見直し・改善しなければならないものの一つが，コン
プライアンス体制の整備およびその実効性の確保であるといっても過言ではない。
　会社法もまた，大会社（会社２条６号）の取締役に対し，取締役は，取締役の職
務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務およ
び当該会社・その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして法務省令（会社規則98条）で定める体制に関する事項を取締役の過半数で
決定しなければならないと定めている（会社348条３項４号・４項）。会社法の定め
る諸制度には，企業社会における重大事件および裁判例がその背景にあるものが少
なくないが，この内部統制システムもそのひとつである。この制度の沿革は，平成
14年商法改正により新たに創設された委員会等設置会社の監査委員会の職務遂行の
ための体制として導入されたことに遡る（当時の商特21条の７第１項２号）。ただ，
この立法の背景には，平成12年９月20日の大阪地裁による大和銀行株主代表訴訟判
決（判例時報1721号３頁）（以下，「大阪地判」という）があることを忘れてはならない。
この判決から15年が経過したが，その間，とくに保険会社の保険金・給付金の支払
い漏れまたは不適切な不払い問題に象徴されるように（出口正義「保険金等の支払い
問題と保険監督のあり方」保険学雑誌601号53頁以下（2008年）参照），現在に至るまで
コンプライアンスに係る企業の不祥事が見られ，ますますコンプライアンス体制の整
備の重要性が高まっている。今日，改めて，日本において初めて大会社におけるコ
ンプライアンス体制の整備の重要性を説き，その不備のリスクの重大性を認識させ
た大和銀行株主代表訴訟を振り返り，その意義を確認することは，それを契機とし
て立法された会社法の諸制度の存在意義を理解するために有意義であると思われる。
２．大和銀行事件と大阪地判の概要
　大阪地判の認定事実から明らかにされた大和銀行事件およびその判決の内容が日
本の経済社会に与えた衝撃は大きく，戦後の日本企業の経営のあり方を根本から変
える画期的・象徴的な事件および判決といえなくもない。すなわち，戦後の国によ
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るいわゆる護送船団行政の中で規制のぬるま湯につかり，いわば金融村社会のロー
カル・ルールの下での経営が，グローバルなビジネスの世界でいかに重大なリスク
を引き起こすものであるか，そのリスクが当該企業および業界だけにとどまらず日
本の企業ないしは日本社会全体の信用を失墜させるものであるかを如実に示すもの
であった。以下において，21世紀の企業経営にとって法的リスクマネージメントの
重要性を知らしめ，会社立法，とりわけ内部統制システムおよび取締役の責任軽減
措置制度（会社425条・426条・427条）の立法に多大な影響を及ぼした大和銀行事件
と大阪地判の概要を紹介する。
　⑴　大和銀行事件の概要
　ⅰ　甲事件
　大和銀行代表取締役頭取 Y1（被告）は，平成７年７月24日に，ニューヨーク支
店の従業員 A から書簡（A の告白の手紙）を受け取った。その内容は，A が銀行か
ら認可された300万ドルの取引限度内でアメリカ財務省証券（T-Bond）の取引を行
う証券業務とカストディ業務を担当していたところ，1984年ころ約20万ドルの含み
損を抱えたことから，これを取り戻そうとして，以後1995年までの11年間，銀行に
無断で，簿外において T-Bond の取引を行い，損失を拡大させ，結局，約11億ドル
（当時の円レート換算で約1,180億円）もの損失を発生させたというものであった。
　ⅱ　乙事件
　Y1は，取締役国際部長 Y2（被告）を平成７年７月28日から同30日までの間ニュ
ーヨークに出張させて事実関係の調査を行わせた。Y1は，遅くとも平成７年８月
２日 Y2 から報告を受け，本件無断売却等が事実であり，大和銀行が11億ドルの損
害を受けていることを確認した。Y1は，当時の監督庁であった大蔵省に対しては
速やかに報告したものの，米国当局（FER，FRB）に対しては当面報告を行わず，
本件無断取引・無断売却等の事実を隠ぺいするという方針を立て，平成７年８月８
日，当時の大蔵省銀行局長には内々に報告し，事件の公表については大蔵省から同
年10月初旬まで時間の猶予を与えられたものと考え，同年９月13日ころまでの間，
ニューヨーク支店の帳簿と記録に繰り返し虚偽の記載を行うなど，米国連邦法典に
違反する行為を重ねる一方，米国当局に対する報告を９月18日まで行わなかった。
当時の米国連邦規則法典12編208・20条および第211・24条によれば，FRB は，ニュ
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ーヨーク支店に対し，従業員が罪を犯したことを疑うような状況にある場合には，
犯罪届を連邦検察局に提出するとともに，当該被疑事実が緊急の措置を必要とする
場合には，当該被疑事実を至急電話で通知して30日以内に当該問題について報告書
を提出することを義務づけていた。大和銀行は，この通知義務違反等の法令違反や
11億ドルの損害発生の事実の隠ぺいを理由に米国で刑事訴追を受け，有罪答弁を行
って米国に罰金３億4,000万ドルを支払い，また弁護士事務所に対しこの刑事事件
に係る弁護士報酬1,000万ドルを支払った。
　大和銀行の株主 X ら（原告）は，大和銀行の代表取締役および取締役ニューヨー
ク支店長は，行員による不正行為を防止するとともに，損失拡大を最小限にとどめ
るための管理体制（内部統制システム）を構築すべき善管注意義務・忠実義務があ
ったのにそれを怠り，またその他の取締役・監査役は代表取締役らが内部統制シス
テムを構築しているかを監視すべき善管注意義務・忠実義務があったのにそれを怠
ったため，本件無断取引および無断売却を防止できず，大和銀行に11億ドルの損害
を与えたとして，Y1を含む役員50名に対し11億ドルの賠償を求めたのが，上記甲
事件に係るものである。同時に，Xらは，事実の隠匿等を理由とする刑事訴追によ
る有罪答弁に係る罰金および刑事事件の弁護士報酬合計３億5,000万ドルについて
も Y1を含む役員の善管注意義務・忠実義務違反による損害であるとして賠償を求
めたのが，本件乙事件に係るものである。
　⑵　判決の概要
　ⅰ　甲事件に係る判決の概要
　ア．取締役の法令遵守体制の整備義務
　「取締役は，みずから法令を順守するだけでは十分でなく，従業員が会社の業務
を遂行する際に違法な行為に及ぶことを未然に防止し，会社全体としての法令順守
経営を実現しなければならない。しかるに，事業規模が大きく，従業員も多数であ
る会社においては，効率的な経営を行うため，組織を多数の部門，部署等に分化し，
権限を部門，部署等の長，さらにはその部下へ委譲せざるを得ず，取締役がすべて
の従業員を指導・監督することは不適当であるだけでなく，不可能である。そこで，
取締役は，従業員が職務を遂行する際違法な行為に及ぶことを未然に防止するため
の法令遵守体制を確立する義務があり，これもまた，取締役の善管注意義務の内容
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をなすものというべきである。この意味において，事務リスクの管理体制は同時に
法令遵守体制の整備を意味する。」
　イ．効果的な内部統制システムの構築の必要性
　「財務省証券取引には，取引担当者が自己又は第三者のため，その権限を濫用す
る誘惑に陥る危険があるとともに，価格変動リスク（市場リスク）が現実化して損
失が生じた場合に，その隠ぺいを図ったり，その後の取引で挽回を狙いかえって損
失を拡大させる危険性（事務リスク）を抱えている。また，カストディ業務には，
保管担当者が自己又は第三者の利益を図って保管物を無断で売却して代金を流用す
る等，権限を濫用する危険性（事務リスク）が内在している。このような不正行為
を未然に防止し，損失の発生及び拡大を最小限に止めるためには，そのリスクの状
況を正確に認識・評価し，これを制御するため，様々な仕組みを組み合わせてより
効果的なリスク管理体制（内部統制システム）を構築する必要がある。」
　ウ．信頼の権利
　「頭取や副頭取については，財務省証券の保管残高確認は担当する検査部，ニュ
ーヨーク支店を担当する業務担当取締役がその責任において適切な業務執行を行う
ことを予定して組織が構成されているのであって，頭取あるいは副頭取は，各業務
担当取締役にその担当業務の遂行をゆだねることが許され，各業務担当取締役の業
務内容につき疑念を差し挟むべき特段の事情がない限り，監督義務懈怠の責めを負
うことはない。……その他の検査部およびニューヨーク支店指揮系統に属さない取
締役については，リスク管理体制が整備されていなかったとまではいえず，財務省
証券の保管残高確認方法の不備は想定するのが困難であるから，疑念を差し挟むべ
き特段の事情がない限り，取締役としての監視義務違反は認められない。」として，
責任が否定された。結論として，「カストディ業務に内在する事務リスクを適切に
管理する仕組みは整備され，実施されていたものの，その検査方法は，検査対象者
に隠ぺいの機会を残すものであったと評価される。」として，取締役ニューヨーク
支店長１名について，リスク管理体制構築に関する任務懈怠を理由に，５億3,000
万ドル相当の賠償責任を認めた。
　（ⅱ）　乙事件に係る判決の概要
　「Y1は，米国で事業を展開していたにもかかわらず，……米国当局に対する届出
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を行わず，法令違反行為を行うという選択を行った。Y1は取締役の善管注意義務
に違反した。……Y1は，わが国の経済が発展し，地球規模に拡大しているにもか
かわらず，わが国でのみ通用する非公式のローカル・ルールに固執し，大蔵省銀行
局長の威信を頼りとして大和銀行の危機を克服しようとして，米国当局の厳しい処
分を受ける事態を招いた。……Y1らは，米国の銀行に対する法規制を知らなかっ
たと主張しているが，事件は稀有に異常な事件であるから，米国で事業を展開する
会社経営者として，直ちに米国法制の調査及び検討を行うべきであったのにこれを
怠り，知らなかったことにつきやむを得ない事情も認められない。Y1らは，企業
経営者として著しく不合理かつ不適切な経営判断を行ったものであるから，取締役
の善管注意義務・忠実義務に違反したものというべきである。」。結論として，Y1
を含む10名の役員に対し，総額２億4,500万ドル相当の賠償責任を認めた。
３．大和銀行事件および判決の意義
　⑴　コンプライアンス体制整備の重要性
　大和銀行事件は，一言でいえば，従業員の不正な職務行為を未然に防止する体制，
すなわち法令遵守体制に不備があり，11年間もの長期にわたりその改善（とくに検
査方法の改善）を怠ってきた点に取締役等の善管注意義務違反が認められたものと
いうことができる。具体的には，カストディ業務に内在する使用人による保管証券
の無断売却と代金流用等の危険性，すなわち事務リスクの管理体制の不備が問われ
ている。この法令遵守体制の不備の結果，大和銀行の取締役等は当時の為替レート
で総額800億円弱という巨額の賠償責任を負わされ，大和銀行自体も米国の法令違
反を理由に高額な罰金等の経済的損失を被っただけでなく，国外退去命令により米
国からの事業の撤退を余儀なくされたのである。また，乙事件の概要でみたように，
大和銀行の経営者の指示による帳簿・記録等の改竄や米国当局への報告の懈怠など，
日本の大企業の隠ぺい体質の露呈による日本企業全体への不信感の醸成および信用
失墜，ジャパンプレミアムによる日本のグローバル企業の経済的損失，さらには大
蔵省の米国当局への報告懈怠による日本金融監督当局に対する重大な不信を招来し
たのである（岩原紳作「大和銀行代表訴訟事件一審判決と代表訴訟制度改正問題〔下〕」
商事法務16頁（2000年）参照）。
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　結局，大和銀行事件では，大和銀行の従業員，取締役ら役員および当時の金融監
督当局の大蔵省の一部の職員すべてが法令違反を行ったという稀有な事件であると
もいえる。
　法令遵守体制の確立・整備については，一般に，従業員の不正行為を未然に防ぐ
ことに主眼が置かれるのが通例である。しかし，取締役ら経営者の法令違反の未然
防止のための体制も当然に考慮されなければならない。大和銀行事件において，取
締役らによる米国法令違反（通知・報告義務違反）が重大であり，その違法行為に
よって甚大な不利益が会社に生じたからである。したがって，本判決もいうように，
法令遵守体制は使用人はもちろんであるが，取締役ら役員についてもその確立・整
備が必要かつ重要となる。甲事件判決は，「取締役は，みずから法令を遵守するだ
けでは十分でなく，従業員が会社の業務を遂行する際に違法な行為に及ぶことを未
然に防止し，会社全体としての法令遵守経営を実現しなければならない。」旨を判
示しているが，これも上記のような意味において理解されるべきである。会社法
348条３項４号・４項は，大会社に対し「取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制」の整備を義務づけている。これは取締役のコン
プライアンス体制の整備義務を定めるものであり，大和銀行事件の乙事件を教訓と
したものといえる。乙事件では取締役ら役員による米国法令違反が重大であり，そ
の違法行為により甚大な不利益が会社に生じたからである。一般に，使用人の法令
違反等による不祥事の場合よりも，取締役ら役員の法令違反等による不祥事の場合
の方が，会社に対するダメージは大きいであろう。乙事件は，コンプライアンスの
問題が，使用人よりも，取締役ら役員の問題としてより重要であることを知らしめ
たという点でも意義があるといえる。すなわち，取締役ら役員が業務を執行する際
に，事前に法的判断に裏打ちされた経営判断を行うことが重要であるとともに，た
とえば使用人の法令違反による不祥事が発生したときに，事後にいわば危機管理の
対応としてやはり迅速かつ法的に裏打ちされた経営判断が必要とされることになる。
経営判断は常に適切な法的判断に裏づけられていなければならないという意味にお
いて，とりわけ取締役の職務に係るコンプライアンス体制の整備が重要といえる。
　⑵　立法への影響
　上記のように，会社組織における法令遵守体制の不備および経営者のローカル意
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識の抜けきらない危機管理対応が日本の企業社会に与えた衝撃は大きく，また大和
銀行株主代表訴訟に係る上記大阪地裁判決も，約800億円という巨額の賠償額の支
払いを命じた点で衝撃的であった。経済界からは，たとえば当時の経団連会長奥田
碩氏の「代表訴訟はない方がよい」（日本経済新聞平成12年９月21日朝刊３面）との
発言や，代表訴訟の恐怖，経営の萎縮，役員のなり手がいなくなる等，株主代表訴
訟に対する批判的な意見が多くの新聞紙上で表明されたのである（この点につき，
岩原紳作「大和銀行代表訴訟事件一審判決と代表訴訟制度改正問題〔上〕」商事法務４頁
注 ㈠・㈡・㈢（2000年）参照）。
　以上のような大和銀行事件の教訓，すなわち内部統制システムの重要な柱である
コンプライアンス体制整備の重要性および取締役の会社に対する責任の重大性から，
従来の方式とは異なる議員立法による商法改正が行われたのである。とりわけ現行
会社法にも継受されている内部統制システムに係る規定（348条３項４号・４項）お
よび役員の責任軽減措置に係る規定（425条・426条・427条）が制定されたのである。
４．おわりに
　会社は，信用リスクを含む市場リスクに曝されつつも，健全な組織として持続的
発展を願って日々活動している。しかし，実際上，役員・従業員の不祥事の発生は
後を絶たず，それが組織の存続を危うくさせることも少なくはない。すでに述べた
ように，どんな組織であれ人間の組織である以上法令等遵守に係る不祥事を完璧に
未然に防ぐことは不可能であろう。しかし，その不祥事が組織の信用を毀損し，そ
の存立を脅かしうるものであれば，組織として可能なかぎりの未然防止と，その発
生後の損害の拡大防止に努めることが強く要請される。そのような体制の整備およ
び実効性確保に向けた改善の努力が行われていない組織において不祥事が発生した
ときは，不祥事それ自体よりも，むしろ，その発生を防止するための体制の不備が
当該組織の重大な欠陥として非難されることになるであろう。
　大和銀行株主代表訴訟の大阪地判は，法令遵守体制の確立・整備，そしてその実
効性確保のための不断の見直し・改善の重要性を初めて認識させ，その後の会社経
営の実務および立法に大きな影響を与えた裁判例として会社法上歴史的意義を有す
るものといっても過言ではないであろう。
